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団体名
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市 町 村 類 型 5-4

地方交付税種地 1-6

歳 入 の 状 況
区 分 決 算 額 構 成 比 経常一般財源等 構 成 比

地 方 税
地 方 譲 与 税
利子割交付金
地方消費税交付金

ｺﾞﾙﾌ場利用税交付金

特別地方消費税交付金

自動車取得税交付金
軽油引取税交付金
地方特例交付金
地 方 交 付 税

普　通
特　別

(一般財源計)
交通安全対策特別交付金

分担金・負担金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都道府県支出金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

66,348,369 46.5 60,683,787 73.5
1,649,302 1.2 1,649,302 2.0
638,691 0.4 638,691 0.8

3,446,972 2.4 3,446,972 4.2
45,113 0.0 45,113 0.1
1,716 0.0 1,716 0.0

816,654 0.6 816,654 1.0
0 0.0 0 0.0

1,882,310 1.3 1,882,310 2.3
14,376,565 10.1 12,868,294 15.6
12,868,294 9.0 12,868,294 15.6
1,508,271 1.1 0 0.0
89,205,692 62.5 82,032,839 99.4

98,020 0.1 98,020 0.1
1,169,175 0.8 0 0.0
2,932,288 2.1 209,219 0.3
812,510 0.6 0 0.0

14,991,202 10.5 0 0.0
0 0.0 0 0.0

3,669,062 2.6 0 0.0
355,343 0.2 169,428 0.2
274,611 0.2 0 0.0

4,023,812 2.8 0 0.0
3,764,413 2.6 0 0.0
8,259,755 5.8 3,076 0.0
13,095,398 9.2 0 0.0

142,651,281 100.0 82,512,582 100.0

市 町 村 税 の 状 況
区 分
個人均等割市

町
村
民
税

所 得 割
法人均等割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税

市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税
(法定普通税計)

法定外普通税

旧法による税

内

訳

入 湯 税
事 業 所 税
都市計画税
水利地益税等

合 計

徴 収 済 額 構成比 超過課税分
354,922 0.5 0

14,879,911 22.4 0
1,133,781 1.7 0
3,981,435 6.0 647,258
33,945,891 51.2 0
33,883,367 51.1 0

632,792 1.0 0

2,750,448 4.1 0
0 0.0 0

41,713 0.1 0
57,720,893 87.0 647,258

0 0.0 0
8,627,476 13.0 0目 的 税
8,627,476 13.0 0

2,564 0.0 0
2,960,330 4.5 0
5,664,582 8.5 0

0 0.0 0

66,348,369 100.0 647,258

指 定 団 体 等
の 指 定 状 況
新 産

工 特

低 開 発
産 炭
山 振

離 島

過 疎
半 島
首 都
近 畿
中 部
市町村圏
特定農山村

財政再建
指数表選定

財源超過

×

○

×
×
×

○

○
×
×
×
×
○

○
×
○
×

区 分 平成 1 4年度 (千円 ) 平 成 1 3 年 度 ( 千 円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

142,651,281 135,790,155

138,534,952 132,025,742

4,116,329 3,764,413

1,661,882 1,160,032

2,454,447 2,604,381
-149,934 922,183
1,270,989 1,126,854
388,420 99,450

1,630,202 143,847
-120,727 2,004,640

平成１４年度

一

般

職

員

等

区 分 職員数(人) 給料月額(百円) 一人当たり平均給料月額(百円)

一 般 職 員
うち技能労務員

教 育 公 務 員

消 防 職 員
臨 時 職 員
合 計

2,943 11,256,870 3,825
728 2,821,120 3,875
242 1,013,020 4,186

0 0 0
0 0 0

3,185 12,269,890 3,852

一部事務組合加入の状況 特 別 職 等 定数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害
非常勤公務災害

退職手当
事務機共同
税務事務
老人福祉
伝 染 病

×
×
×
×
×
×
○

し 尿 処 理 ×
ご み 処 理 ○
火 葬 場 ×

○常 備 消 防
小 学 校 ×
中 学 校 ○
そ の 他 ○

市区町村長 1 15.01.01 10,640
助 役 2 15.01.01 8,840
収 入 役 1 15.01.01 7,740
教 育 長 1 15.01.01 7,740
議 会 議 長 1 15.01.01 7,460
議会副議長 1 15.01.01 6,680
議 会 議 員 39 15.01.01 6,190

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構成比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 34,436,499 24.9 30,743,226 27,899,200 32.0

うち職員給 23,328,745 16.8 20,034,735 - -
扶 助 費 17,462,039 12.6 6,541,441 6,421,169 7.4
公 債 費 18,632,945 13.4 18,086,205 17,502,169 20.1
元利償還金 18,632,713 13.4 18,085,973 17,501,937 20.1
一時借入金利子 232 0.0 232 232 0.0

(義務的経費計)

物 件 費
70,531,483 50.9 55,370,872 51,822,538 59.4
14,059,661 10.1 11,095,897 7,918,998 9.1

維 持 補 修 費 1,429,224 1.0 1,269,369 1,269,369 1.5
補 助 費 等 9,831,300 7.1 9,250,059 7,171,207 8.2
うち一部事務組合負担金 5,200,623 3.8 5,196,909 4,877,784 5.6

繰 出 金 12,900,847 9.3 11,965,779 6,052,049 6.9
積 立 金 3,315,580 2.4 2,707,301 0 0.0
投資・出資金・貸付金 7,181,934 5.2 25,771 8,274 0.0
前年度繰上充用金 0 0.0 0

19,284,923 13.9投 資 的 経 費 5,911,416

699,681 0.5うち人件費 651,686
19,277,230 13.9普通建設事業費 5,911,416

うち
6.3{ 9,697,758 7.0 4,952,122

災害復旧事業費

8,789,661 513,626

7,693 0.0 0
0失業対策事業費 0.0 0

歳 出 合 計

内
　
訳

138,534,952 100.0 97,596,464

内

訳

経常経費充当一般財源等計
74,242,435 千円

経  常  収  支  比  率
85.1 ％ ％90.0

   (減税補てん債　
及び臨時財政対策債除く)

歳 入 一 般 財 源 等

101,655,768 千円

うち減税補てん債

議 会 費

区  分 決 算 額 ( Ａ )

873,278

構 成 比

0.6

(Ａ）のうち普通建設事業費

0

（Ａ）の充当一般財源等

872,914

総 務 費 17,947,682 13.0 928,385 15,372,522
民 生 費 37,311,628 26.9 2,189,519 20,290,625

13,710,592衛 生 費 9.9 4,566,853 8,490,039
労 働 費 1,190,276 0.9 1,449 210,576
農林水産業費 2,951,251 2.1 1,401,719 2,176,659
商 工 費 4,618,468 3.3 147,623 1,023,997
土 木 費 20,531,111 14.8 8,363,329 12,491,122
消 防 費 5,253,386 3.8 89,329 5,099,700
教 育 費 15,506,642 11.2 1,589,024 13,482,105
災 害 復 旧 費 7,693 0.0 0 0

公 債 費 18,632,945 13.4 0 18,086,205
諸 支 出 費 0 0.0 0 0
前年度繰上充用金 0 0.0 0 0
特別区財調納付金 0 0.0 0 0
歳 出 合 計 138,534,952 100.0 19,277,230 97,596,464

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合  計
ｹﾞｽｲ   
ﾋﾞﾖｳ   
ｼﾞﾕｳﾁ  
ｽｲﾄﾞｳ  

ｺｸﾎ    

ｿﾉﾀ    

13,733,479
5,253,885
609,324

223,308

2,303,027

585,849

4,758,086

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 873,388
再 差 引 収 支 277,913
加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 69,428
被 保 険 者 数 ( 人 ) 131,680

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 78
国庫支出金 75

保険給付費 122

区 分 (単位千円)

年
度

基準財政収入額 53,574,649
基準財政需要額 66,499,101
標準税収入額 70,864,687
標準財政規模 83,732,981

財政力指数12～14 0.79
実質収支比率 2.9
経常一般財源等比率 98.5
公債費負担比率 17.8
公 債 費 比 率 17.2

起債制限比率 13.3

積立金
現在高

財  調 6,630,233
減  債 4,482,685
特定目的 8,458,924

地 方 債 現 在 高 154,089,101
うち政府資金 100,453,992

(

支
出
予
定
額)

物件等購入 1,274,174
保証・補償 0
そ  の  他 5,882,120

実質的なもの 0

収 益 事 業 収 入 0
土地開発基金現在高 65,000
徴
収
率

現
年計

98.3 94.2
97.8 92.6

98.4 94.5

合  計
市町村民税

純固定資産税

(％)
(％)

(％)

(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

補助
単独

うち臨時財政対策債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[
･

]{

台
帳
人
口

14

債
務
負
担
行
為
額

8

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円･％)

711,200 0.5 0 0.0
3,987,400 2.8 0 0.0

（注） 普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

法 定 目 的 税

0 0.0 0法定外目的税

0 0.0 0


